「（第2次）自治体セーフティネット研究会」議事録（文責・大阪市政調査会）
第１回研究会（ ２０１０年７月２０日） 

テーマ： 「連合・連合総研のワーキングプア調査から見えてきたこと」 

報告者：　福原 宏幸（大阪市立大学） 

【報告要旨】
はじめに
　連合・連合総研は、2009年にはじめて「ワーキングプア調査」に取り組んだ。2009年１月に調査研究委員会（主査：福原）が設置され、委員会では、アンケート調査および聞き取り調査を行うこととし、ワーキングプアや広く生活困難者などの支援を行っている労働組合・ＮＰＯ等の協力を得て、2009年７月から11月にかけてアンケート調査と聞き取り調査を実施した。委員会は、調査結果を２冊の報告書にまとめる。１冊は、120人におよぶワーキングプアに聞き取りを行った彼らの生の声を集めたケースレポート集（2010年６月刊行）であり、もう1冊では、委員会メンバーが、アンケート・聞き取り調査の結果について分析したものである（2011年2月刊行予定）。本日は、このうち聞き取り調査によって明らかとなった内容を中心に報告したい。
１．ワーキングプアの定義
　調査実施にあたっては、まずワーキングプアをどのように定義するのかが問われる。しかし、日本には公式の定義はなく、公式統計のあるアメリカとEU（および加盟各国）の定義もかなり異なる。
アメリカでは、労働統計局によって「１年間に少なくとも27週間の期間、労働力であったが、所得が公式の貧困ラインを下回る者」と定義されている。求職活動を行っている失業者もワーキングプアとして把握され、所得水準は個人単位の所得額を問題にしている。それに対して、EUでは、一般にアメリカとほぼ同様の期間「就労している個人であるとともに、その当事者が属する世帯の等価可処分所得がその国の等価所得の中央値の60％以下である者」と定義される。
アメリカでは、失業している貧困層と仕事に就いている貧困層を区別せずワーキングプアとしているのに対して、EUでは失業保険が十分に整備されていることから、失業している貧困層とワーキングプアは概念上区別されている。また、個人の所得の低さに貧困を見いだそうとするアメリカと、生活の基礎単位である世帯の所得水準を問題にするEUとの理解には大きな違いがある。
　EUの定義の方が厳密であることから優れているだろう。しかし、これを単純に日本に適応できないことも事実である。なぜなら、短期雇用の派遣労働者などは雇用保険に加入できず雇用保険から漏れ落ちて、失業と就労を繰り返さざるを得ない現状がある。すなわち、このことから失業者を含めてワーキングプアと定義するのが妥当であろう。また、貧困の基準は、これまでの調査の多くが依拠してきたように、生活保護受給額を概ねの基準値とした。
２．調査の概要
　調査はアンケート調査と聞き取り調査の２種類でもって行ったが、アンケート調査では、
調査対象者を連合・連合総研ならびに委員会メンバーが協力依頼できる労働組合やNPOなどの団体などから紹介していただいた。回答者は東京と大阪を中心に全国から回答をいただいた。1,200余りの回答を得たが、ワーキングプアの貧困基準に適合する回答は620票で、これらを分析の対象にした。
　聞き取り調査では、２つの方法で対象者を選定した。一つは、アンケート調査の際に聞き取り調査に応じると回答された方に、後日直接に対面して聞き取りを行った。もう一つは、協力団体から対象者を紹介していただき、アンケート調査とあわせて対面で聞き取り調査を実施した。回答者は、東京を中心とした地域で58人、大阪を中心とした地域で58人、名古屋が４人、計120人となっている。
　今回のアンケート調査と聞き取り調査では、調査対象者は労働組合や支援団体を通じて紹介していただいたケースが圧倒的に多いことから、回答者の属性に偏りがあると思われるが、それがどういう偏りであるかは何とも言いがたい。しかし、いずれにしろ、ワーキングプアの定義に入る人々である。
３．調査が意図したもの
　
　今回の調査が意図したものは、第１に、なぜ、ワーキングプアの人たちは不安定な働き方をせざるを得ないのか、彼らの置かれている環境はどのようなものかを明らかにするということであった。その実態把握を通して、彼らを取り巻く諸制度（雇用制度、社会保障制度、生活支援セーフティネットなど）の問題を明らかにする。これら諸制度とのつながりを持っているか否か、持っていない場合の理由は何かなどである。さらに、社会とのつながり、諸制度だけでなく家族、職場、地域社会、友人などとのつながりについても把握し、総じて社会とつながりの「中途半端な接合」や「引きはがし」の実態を明らかにする。
第２は、ワーキングプア当事者の主体的条件を明らかにするということである。彼らはなぜその仕事や社会環境を選択せざるを得なかったのか。社会的な資格・能力、それを形成してきた生活履歴に注目し、彼らの生い立ちにおいて本来必要とされた支援（生活費・家族・教育など）は何かを明らかにすること。また、当事者自身が自ら置かれている社会環境をどのように認識しているのかを明らかにし、それを生み出した要因は何か、現状を打破する主体的な契機はどこにあるのかなども検討する。
第３は、求められる支援は何かということを明らかにするということである。具体には、①所得政策、住宅政策、②能力開発、職業訓練、③社会とのつながりの再接合と社会的承認、④当事者のアイデンティティと自尊感情の回復。社会への主体的参画の可能性などの政策であり、かつそれらを緊急的な課題と長期的な課題に分けて議論する必要もある。
４．調査から見えてきたもの
　聞き取り調査対象者120人の基本的な属性をみておこう。男女別では、男性が86人、女性が34人（うち母子世帯12人）であった。年齢構成では、男女とも25歳以上40歳未満の年齢層に８割前後が集中している。学歴については、男性には中学卒業・高校中退者が３割を超えているのに対し、女性では高校より上位の学校を卒業した者が６割を超えている。
全体的な特徴は、以下のように６点を挙げることができる。第１に、初職の雇用形態である。学校を出て最初に就いたのが非正規職であった者の割合は、男女とも４割を超え、きわめて高い数値といえよう。この非正規職を選択した（あるいはせざるをえなかった）背景には、家庭の暮らし向きが大きくかかわっていることも明らかとなった。
第２に、初職以降の職業経歴では、正規職であれ、非正規職であれ、就職して以降、さまざまな職への転職を繰り返し、あるいは雇用形態を変える者が多いことが明らかとなった。また、彼らが正規職に就いても、それは零細事業所での正規職や、社会保険への加入がない正規職など、決して安定した正規職といえないものが多かった。
第３に、調査時点におけるワーキングプアの人々の状況をみると、就労していた者は５割弱、失業者が５割強であったが、失業者の直近の雇用形態は、多いものから順に見ていくと「登録型・日雇い型派遣」、「建設日雇い」、「アルバイト・パート」であった。失業者の調査時点の状況では、たとえばホームレス自立支援センターの入所者などの場合は、求職活動に向けた準備段階としての「就労体験」に就いているケースが多くみられた。
第４に、調査直近１カ月の収入状況をみると、「稼得収入のみの者」がもっとも多く、以下「生活保護など（一部稼得収入のケース含む）」、「就労体験による収入」となっているが、失業者には「失業手当受給」につながっていない者が少ないことが注目される。居住場所では、男性の場合は「支援施設」がもっとも多く、女性では「民間賃貸住宅」が多い。男性では「ネットカフェ・路上・友人宅など」を居住場所とする状況もみられた。
第５に、世帯構成と、家族や友人・知人とのつながりの状況をみてみよう。世帯構成では、男性は圧倒的に単身が多く、女性は単身と並んで母子世帯が多く、また成人して母親と同居する元母子世帯も一定数みられた。両親など家族とのつながりでは、とくに男性において家族とのつながりが「よくない」「連絡しない」と回答したケースが多かった。友人・知人とのつながりでは、男性に「相談できる友人・知人がいない」ケースが多い。この特徴は、単身で、かつ就労の場をひんぱんに移るケースが多いことなどとの関連が想定される。すなわち、短期雇用の繰り返しによって、社会とのつながりが希薄化していったとみることができるだろう。他方、女性の場合は、男性に比べ両親や友人などとのつながりが強い人が多く、総じて男女間で身近な社会的なネットワーク構築の実態に大きな差があることが明らかとなった。
最後に、社会保障制度については、雇用保険、健康保険、年金保険のいずれにおいても加入状況は極めて低く、とりわけ男性の未加入率が際立って高いことが特徴的であった。すなわち、生活支援に諸制度から排除されている現実が明らかとなった。
５．まとめ
　以上の特徴を踏まえて、調査で明らかになったことについて整理しておきたい。
　第１に、子どもの頃からの生育歴が深く影響していることが明らかとなった。子どもの頃の家庭の経済的環境は、学費問題と絡んで低学歴を余儀ないものとしている。また、親の離婚・再婚といった家庭状況の変化が、当事者に対し精神的な不安定さをもたらし、学業の未修了（中退）や低学歴をもたらしている。そして、この低学歴は、あわせて若者が他者との社交性を訓練する場（学校）を奪うこととなる。これらが、その後の不安定な初職に影響を及ぼしている。また、これらは、その後の不安定な雇用の繰り返し、低所得と社会とのつながりの希薄さ、社会保険制度などへの未加入に影を落としている。とくに中学卒業と高校中退の若者や引きこもりの若者は、学校をはじめ社会への関わりが中途半端であったことから、社会に出る準備が不十分なままで就労の世界へ放り込まれたり、またその世界に踏み込めないことになる。すなわち、社会への参入に向けた準備段階である少年・少女期において、社会的な関係が中途半端にしか形成されず、また関係づくりの仕方を身につけずに終わるという問題がみられた。これらは、いずれも、「子どもの貧困」「学校教育からの排除」についての検討の重要性を示唆している。
　第２に、初職に就いて以降の仕事をめぐる問題である。初職が正規職であれ非正規職であれ、その後転職を繰り返すという「雇用の不安定さ」がみてとれる。しかも、短期雇用を前提とした派遣労働などが典型であるが、この不安定さによって技能や就労経験の蓄積がなされず、その結果として「労働における周縁性」すなわち単純労働、企業内での低い評、低賃金をもたらすことになる。これはまた、彼らを「雇用の不安定さ」に固定していく悪循環の構造をつくりだしている。このようにして、彼らはワーキングプアという状況からの脱出の糸口が見い出せず、職業生活やその後の人生の将来像も思い描くことができない状況に追いやられている。すなわち、「職業生活における排除」という問題がそこにはある。
　第３に、社会的なつながりが希薄であり、場合によっては切断されるという特徴も見逃せない。労働における周縁性と雇用の不安定さは貧困をもたらすだけでなく、家族、友人・知人、企業組織、地域社会とのつながりの弱体化をもたらしている。こうして、周縁性、不安定さそして貧困が常態化する傾向を生み出している。このことはまた、当事者たちの社会からの孤立、そして精神的な不健康をもたらし、なかには深刻な抑うつ状態やさまざまな精神疾患を患う者もみられた（「社会関係からの排除」）。このことは、彼らが仕事や生活の問題で困難な状況に陥っても、あるいは派遣労働者が派遣会社によって一方的に雇い止めを示されても、これらに対する自らの思いを発言する機会や場そのものが奪われてきたことを示す。日本における非正規雇用をめぐる諸制度や社会そのものが、彼らをそのような状況に追いやったといってよい。
　第４に、既存の社会保障制度はワーキングプアの人々の困難を前にして機能不全に陥っている。ここで問われているのは、セーフティネットの再構築の課題である。これまでの社会政策の中心であった社会保険だけに頼るのではなく、現金給付やサービス給付、就労に向けた具体的な道筋（職業訓練や資格制度、個人のニーズに合った職業紹介など）の提示、そして自治体やＮＰＯあるいは労働組合などによる地域でのきめ細かい支援活動（伴走的支援活動、パーソナルサポート）への公的なバックアップも含めたトータルな施策が必要とされている。
　最後に、この第４の点に関連して、次のことが明らかとなった。今回の聞き取り調査においては、社会的な支援活動を行っているさまざまな団体や労働組合から聞き取り対象者を紹介していただいた。このことは、ワーキングプアの人々を支援する活動が広がりはじめていることを示すものである。また、その活動を通して、それらの団体が当事者の抱えている困難の解決と支援を行い、かつ新たなつながりの構築がはかられていることがわかった。これらはワーキングプア問題解決に向けた重要な一つの取り組みである。これらの活動をいかに広げていくのかといった点も重要だろう。
【研究会議論要旨】
1 調査の観点・力点について
・ワーキングプア当事者のアンケート調査と聞き取り調査の２つの調査を組み合わせた今回の調査でもっとも力点を置いたのは、親・友人・団体などとの関係性やつながりの有無についてしっかり聞き取ること、さらに初職から現在までの就労形態の履歴をきちんと押さえることを通して、ワーキングプアの状況から抜けられない現実と企業の側の対応の仕方などについて明らかにすることで、深刻さを増すワーキングプア問題の解決について示唆を得たいと考えた。
2 当事者の主体的条件、現状を打破する主体的契機、支援のあり方をめぐって
・「大阪希望館」に入っている若者のケースで、派遣先を転々としていたときには自分の生活履歴を周りに話すことができなかったが、希望館に来て初めて話すことができるようになって楽になったと語った若者がいる。現在、彼は介護の道をめざして頑張ろうとしており、この間人間的な成長もみられ、彼から教えられることも多い。調査の意図・目的として、当事者自身が自ら置かれている社会環境をどのように認識しているのかを明らかにし、現状を打破する主体的な契機はどこにあるのかなどについても検討するとあったが、主体的な契機をどう考えていくのかということが、支援のあり方としての社会的包摂の実現の仕方ともかかわって、たいへん重要だと思う。しかし同時に、それは難しい課題でもあると考えている。
・大阪希望館に来て、若者が、これまで受け入れることができなかった自分の成育歴を受け入れることができるようになり、希望についても語ることができるようになった。このように、支援する組織が、そうした場をつくることが大事だ。社会的包摂の一つの取り組みは、排除されてきた人たちが自分を肯定できる場、自分の居場所をつくることでもある。
・生活保護のソーシャルワーカーは、保護認定という業務を行っていることから、「上から目線」になりがちで、「当事者目線」になることが困難である。もちろんそうした仕事は必要であるが、ソーシャルワーカーが同時に支援の側に回るのには、制度上大きな限界が内包されている。政府が導入を検討しているパーソナル・サポート制度も、こうした点を踏まえることが課題となるだろう。
・高齢者の地域包括支援センターのソーシャルワーカーでもパターナリズムが強くなってきているように思う。病院のソーシャルワーカーも病院から患者をいかに退院してもらうかを優先しがちで、その人の退院後の生活まで考えていないことが多い。当事者に寄り添うことを中心とした支援をどうすれば実践できるのかが、地域のセーフティネットを考えるひとつの鍵だと思う。
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